
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

事務事業評価シート 評価年度 令和元年度 対象事業年度 平成30年度

 所属・
 担当者氏名

市民部　危機管理室　生活安全課　生活安全係　中越　竜也
評価責任者
（担当課長）

生活安全課長　河居秀旗

 ① 事務事業の名称 自転車駐車場管理事業（サイクルポート６箇所）  ② 整理番号 04020102-002

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

章 安心・安全の美しいまちづくり

節 安全な市民生活の実現

項 交通安全対策の推進

号 駐輪・駐車対策の推進

 ④ 関連する個別計画 なし  ⑥ 事務の種類 自治事務

 ⑤ 根拠法令・条例等 大和高田市自転車駐車場条例及び同条例施行規則

　① 目的
  （何のために）

市内の鉄道駅周辺における自転車等の駐車秩序を確立することにより、町の美観を維持するとと
もに、自転車等利用者の利便を図るため。

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

自転車・原動機付自転車利用者

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

シルバー人材センターに業務委託をし、最長6：00～24：00の入出場時間帯に、最大２名配置して
いる。使用料は、車種（自転車、原動機付自転車及び普通自動二輪（１２５ｃｃまで）によって料金
設定し、現金納付としている。休場日は１月１日～同月３日まで及び１２月３１日、開場時間は5：00
から翌日0：30までとしている

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

・市内の鉄道駅周辺（６箇所）における自転車等の放置を防止
・市民の良好な生活環境の確保と町の美観維持
・自転車等利用者の利便性の向上

３．投入された年間総事業費及び人件費の推移 ※概算人件費は「人件費計算シート」による (単位：千円,人)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

 ① 直接事業費 48,137 51,744 68,028 81,253 (予算) 61,079

 ② 概算人件費 (0.43) 1,616 (0.46) 1,937 (0.46) 1,920 (2.04) 9,164

（関与比率） 一般職員 (0.10) 764 (0.17) 1,186 (0.17) 1,175 (0.88) 6,185

 （関与比率）嘱託職員 (0.33) 852 (0.29) 751 (0.29) 745 (1.17) 2,979

 （関与比率）臨時職員 

(当初予算）

 ③ 合　計 (① + ②) 49,753 53,681 69,948 90,417

 ⑤ 一般財源 (③ - ④) 49,753 53,681 69,948 90,417

 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など)



① 日 日 日 日

② 台 台 台 台

① 台 台 台 台

② 台 台 台 台

① 円 円 円 円

②

５．項目別評価

□　人件費の重点化■　予算の重点化 ■　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価

４．評価指標

種類 指　　標　　名 指標の算出方法等
実　　績　　値

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活動
指標

営業日数 362 361 361 361

駐車収容台数 5,088 5,088 5,088 5,003

成果
指標

年間延べ利用台数（定期
含む）

年間一時利用台数+年間定期
利用台数（月間定期台数÷
12ヶ月×365日） 628,677 566,541 548,194 521,957

一日利用台数（定期含む） 上記÷365日 1,722.4 1,552.2 1,501.9 1,430

効率
指標

利用者１台あたりのコスト
事業費計÷年間延べ利用台
数 79.1 91.3 127.6 173.2

評 価 の 視 点
3段階
評 価

評 価 の 根 拠

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

Ａ
市民の安全で快適な生活環境を守り、まちの美観を維持するとともに
自転車等を利用する市民の利便性の向上を図る事業であり、市が直
接実施すべき事業である。

施設の老朽化により、建設補修経費等の計画的な確保が必要となっている。また、少子化により利用者
が減少しているため、今後は利用者数に応じた事業の縮小が検討課題である。

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

Ａ
放置自転車の移動台数も年々減少しており、成果の向上が現れてい
る。

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

Ｂ

年間約８，１００万円の収入を得ているが、施設の老朽化による建設補
修経費の確保が必要となっている。各施設の照明設備をＬＥＤ照明に
変更するなど、経常経費の削減に努めているが、更なる経費削減が
必要である。

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

６．今後の方向性 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）

B


